
第６期生駒市障がい者福祉計画の体系・骨子の検討 
第５期生駒市障がい者福祉計画（既計画） 

国・市の方針 

第６期生駒市障がい者福祉計画の体系（案） 

基本 

理念 
計画の体系 アンケート調査結果等から見る課題 

基本 

理念 
基本目標（案） 施策（案） 取組（案） 
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基本目標１． 

生涯を通じた保健・医療サービスと

療育・教育の充実 

（１） 保健・医療サービス等の 

充実 

（２） 早期療育・教育の充実 

・乳幼児期における健康診査等にお
いて、疾病・障がいや育児困難等、
子どもの成長や発達に影響を与え
る事項の早期発見に努めるととも
に、未受診者の把握に努め、受診を
促していくことが必要 

・住み慣れた地域で安心して暮らす
ためには、いつでも適切な医療サー
ビスを受けられる体制が必要 

・今後、障がい者の高齢化・重度化が
さらに進むとともに、医療的ケアが
必要な児童が増えることが予測さ
れるため、地域生活支援拠点の充実
とあわせて、保健・医療・福祉・教
育等の関係機関の連携強化が必要 

・子どもたちが希望を持って生涯を
過ごすことができるよう、就学前か
ら卒業後にわたる切れ目ない教育
指導や進路選択における相談支援
を行える体制を整えることが重要 

【国の方針】 

●障害者基本計画（第４次）の分野 
１．安全・安心な生活環境の整備 
２．情報アクセシビリティの向上及び意思

疎通支援の充実 
３．防災、防犯等の推進 
４．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待

の防止 
５．自立した生活の支援・意思決定支援の

推進 
６．保健・医療の推進 
７．行政等における配慮の充実 
８．雇用・就業、経済的自立の支援 
９．教育の振興 
10．文化芸術活動・スポーツ等の振興 
11．国際社会での協力・連携の推進 
 
●障害福祉計画 基本指針の見直し事項 
・地域生活支援拠点等の機能の充実 
・依存症にかかる取組事項の追加 
・一般就労への移行や工賃・賃金向上への

取組の一層の促進 
・就労定着支援事業の利用促進 
・農福連携の更なる推進、大学在学中の学

生や高齢者に対する就労支援の追加 
・「相談支援」「参加支援」「地域やコミュニ

ティにおけるケア・支え合う関係性の育
成支援」を一体的に実施する包括支援体
制の整備 

・発達障害者等支援の一層の充実 
・障害児通所支援等の地域支援体制の整備 
・障害者による文化芸術活動の推進 
・福祉人材の確保 
 
●その他関連法の動向 
・住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給の促進に関する法律の一部改正 
・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律の一部改正 
・学校教育法等の一部改正 
・障害者による文化芸術活動の推進に関す

る法律の制定 
・ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策

の総合的かつ一体的な推進に関する法律
の制定 

・障害者の雇用の促進等に関する法律の一
部改正 

・成年被後見人等の権利の制限に係る措置
の適正化等を図るための関係法律の整備
に関する法律の制定 

・視覚障害者等の読書環境の整備の推進に
関する法律の制定 

 
 
【市の方針】 

第６次生駒市総合計画 目指す姿 

「自分らしく輝けるステージ・生駒」 

障害福祉分野のまちづくりの目標 

「安全で、安心して健康に暮らせるまち」 

 

・「生駒市手話言語の普及並びに障がいの

特性に応じた多様なコミュニケーション

手段の理解及び利用の促進に関する条

例」（令和 2年 4月 1日施行） 
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基本目標１．  

生涯を通じた保健・医

療サービスと療育・保

育・教育の充実 

（１）保健・医療サービス等の充実 
① 保健サービスの充実 
② 医療サービス等の充実 
③ 障がい児への支援（発達障がいのある児童への切れ目ない支

援や医療的ケア児への支援の充実） 

（２）早期療育・保育・教育の充実 
① 早期療育の充実 
② 障がい児保育の充実 
③ 教育の充実 

基本目標２． 

地域生活のための総合的な支援体制 

（１） 生活支援にかかるサービス

の充実 

（２） 相談支援の充実 

（３） 生活環境の充実 

・障がいの特性に応じた多様なコミ
ュニケーション手段の理解と利用
を促進し、障がいの有無に関わら
ず、相互に人格と個性を尊重し合い
ながら共生する社会の実現が必要 

・身近な相談窓口から専門的な相談
窓口まで、窓口機能の役割分担の明
確化、各機関が連携した支援体制の
整備が必要 

・「親亡き後」を見据え、障がい者の
生活を地域全体で支える地域生活
支援拠点等の充実 

・福祉避難拠点の整備や地域住民が
主体となった避難所ごとの管理運
営体制の構築、災害発生時の迅速か
つ適切な情報提供、避難支援体制の
強化、避難生活における安全・安心
の確保等に向け、地域全体で取り組
んでいくことが必要 

基本目標２． 

地域生活のための総合

的な支援体制の充実 

（１）情報アクセシビリティの向上

及び意思疎通支援の充実 

① 意思疎通支援の人材育成やサービスの利用促進 
② 多様なコミュニケーションの理解と促進 
③ 多様なコミュニケーション手段の活用による情報発信 

（２）生活支援にかかる 

サービスの充実 

④ 訪問系サービスの充実 
⑤ 日中活動系サービスの充実 
⑥ 居住系サービスの充実 
⑦ 移動サービスの推進 
⑧ 福祉用具の給付等 
⑨ 経済的支援 
⑩ 窓口・情報提供の充実 
⑪ 意思疎通支援事業等の充実 
⑫ その他のサービス 

（３）相談支援の充実 
① 相談窓口の充実 
② 自立支援協議会の機能の充実 

（４）生活環境の充実 
① 人にやさしい施設の整備 
② 住まいの充実 
③ 障がい者への防災対策の充実 
④ 防犯対策の充実 

基本目標３． 障がい者理解と権利擁

護 

（１） 啓発・交流による障がい者
理解 

（２） 権利擁護に対する支援 

・差別解消に向けた具体的な行動に
つながるよう、障がいに関する正し
い知識を市民の中に広げ、法の趣旨
や障がいのある人に対する理解を
深める啓発活動が重要 

・障がい者に対する権利擁護支援に
おいては、長期にわたる意思決定支
援や身上保護、見守りが重要 

・成年後見制度等の権利擁護にかか
わる制度を活用しながら、本人の意
思をできる限り尊重し、その能力を
最大限活かして生活を送ることが
できるよう支援することが必要 

基本目標３． 

 障がい者理解の促進

と権利擁護の推進 

（１）啓発・交流による 

障がい者理解 

① 啓発・広報活動の推進 
② 交流・ふれ合いの促進 
③ 障がい者理解に向けた取組の強化 
④ ボランティア活動の推進 

（２）権利擁護に対する支援 
① 権利擁護の推進(差別解消・虐待防止含む) 
② 成年後見制度の利用支援 

基本目標４． 障がい者の社会参加と

就労支援 

（１） 社会参加への支援 
（２） 就労支援の充実 

・一般企業による雇用の促進や就労
定着に向け、就労環境の改善や企業
内での障がいへの理解の促進に積
極的に取り組んでいくことが必要 

・福祉的就労における工賃向上のた
め，就労施設における事業改革や受
注拡大への取組等が必要 

基本目標４． 障がい者

の社会参加と就労支援

の推進 

（１）社会参加への支援 
① 活動の機会の確保 
② スポーツ・文化活動等の推進 

（２）就労支援の充実 
① 一般企業による雇用の促進 
② 福祉的就労の充実 
③ 「障がい者働く応援プログラムいこま」の推進 

 




